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第１章 ： 新しくなったNPO法人会計の概要

東京都のガイドブックも新しくなりました。

　東京都は、内閣府の報告を基本に、所轄庁が望ましいと考えるNPO法人の会計処
理について整理しました。「特定非営利活動法人ガイドブック本編」に詳しく解説されてい
ますので、ぜひご確認下さい。

「収支計算書」が「活動計算書」に代わりました。

　2012年4月に施行された改正NPO法では、「活動計算書」と「貸借対照表」を計算
書類とし、「財産目録」を、これらを補完する資料としました。また、該当項目がある場合
には「計算書類の注記」も求められます。

「その他の事業」の表示方法が変わりました。

　定款に「その他の事業」がある場合、「特定非営利活動に係る事業」と区分して経理
します。その他の事業は、特定非営利活動を経済的に補うために行えるもので、本来黒
字でなければなりません。区分経理によって明らかにしたその収益を、特定非営利活動に
係る事業に毎年繰り入れます（記載例はP.39活動計算書参照）。
　なお、NPO法改正前は、その他の事業に関する計算書類を全て別紙に作成すること
（別葉表示）が求められていましたが、現在は活動計算書に欄を設けて表示（別欄表示）
すればよいことになりました。その他の事業を行わなかった場合は、その旨を脚注に記載
するか、別欄の全てに0（ゼロ）と記載します。
　また、その他の事業に固有の商品在庫等、特定非営利活動に繰り入れることが困難
な資産や、共通で使用する重要な資産は、計算書類の注記に記載します。

下記 URL からダウンロードできます。東京都庁で冊子版の購入も可能です。
▶▶▶ http://www.seikatubunka.metro.tokyo.jp/index4files/guidebook-pdf.htm

NPO 法人会計基準協議会「みんなで使おう！NPO 法人会計基準」
http://www.npokaikeikijun.jp/

内閣府「特定非営利活動法人の会計の明確化に関する研究会」
https://www.npo-homepage.go.jp/data/report28.html

内閣府「特定非営利活動促進法に係る諸手続の手引き」
https://www.npo-homepage.go.jp/pdf/201204_manual/201204_manual_all.pdf

東京都「特定非営利活動法人ガイドブック本編」
http://www.seikatubunka.metro.tokyo.jp/index4files/guidebook-pdf.htm

〈リファレンス〉

新しい会計方法が採用されました。

　特定非営利活動促進法（NPO法）が施行された1998年、NPO法人に会計基準は
ありませんでした。しかし、法人の数が増え、社会的影響力が高まるにつれて、その信頼
性・透明性が、より強く求められるようになりました。この要請に応えるため、全国のNPO
支援センターを中心とした民間の手で検討が続けられ、2010年7月に「NPO法人会計
基準」が策定されました。
　2011年5月には、内閣府が「特定非営利活動法人の会計の明確化に関する研究会」
を設置し、同年11月に報告書をとりまとめました。ポイントは以下の通りです。

NPO法人の会計は
どう変わったのですか？

「収支計算書」が「活動計算書」に変わりました。
「活動計算書」と「貸借対照表」を計算書類とし、
これに「財産目録」と「計算書類の注記」を加えて、
会計報告を行います。

●

●

●

●

内閣府は、改正NPO法に基づく新制度がスタートする機会を捉えて、「旧会計の手引き」を全面
的に見直し、新たな「NPO法人の会計の手引き」を策定・公表する。

本研究会は、現段階において「NPO法人会計基準」がNPO法人の望ましい会計基準であると考える。

新しい手引きには、NPO法人会計基準に加えて、行政上の監督の視点等を明らかにする必要がある。

この新しい手引きとNPO法人会計基準とは、適切な役割分担の下、相互に補完しあう形で、
NPO法人における会計の明確化をしていくものとして、広く活用されることを望む。

〈内閣府「NPO法人の会計の明確化に関する研究会」 報告書のポイント〉
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経過措置を利用して、会計の体制を整えます。

　改正NPO法の附則では、経過措置として、当分の間、活動計算書の代わりに収支
計算書を作成することが認められています。いつまで認められるのか、具体的な期限は決
められていません。今のうちに会計の体制を整えましょう。

定款上の事業の種類を見直します。

　東京都では、活動計算書の事業収益の欄に、定款に掲げた事業名を記載することに
なっています（P.38、P.39参照）。しかし、定款を作成したのが随分前だと、現在行って
いる事業を、必ずしも適切に表現していないかもしれません。定款の事業名のまま外部に
報告しても妥当かどうか、検討が必要です。
　また、定款に複数の事業を掲げている場合、計算書類の注記に、それぞれの事業別
損益を記載することになっています（P.40参照）。あまりに多くの事業を掲げていると、こ
の作業が膨大になったり、そもそも会計を分けることが困難だったりします。活動の実態
に合わせて整理・統合し、事業別損益を出しやすく、読む人にも理解しやすい事業分類
に改めましょう。

必ず変えなければ
ならないのですか？

基本的に新しい会計方法への変更が求められて
いますが、当分の間は、これまで通りの収支計算
書でも構いません。この期間を利用して変更の
準備を進めましょう。
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東京都「特定非営利活動法人ガイドブック本編」
http://www.seikatubunka.metro.tokyo.jp/index4files/guidebook-pdf.htm

〈リファレンス〉

不必要なその他の事業を削除します。

　「その他の事業」とは、「特定非営利活動に係る事業」に使う利益を上げる目的で行う
事業や、会員間で行う共益的な事業を指しますが、時折、「特定非営利活動に係る事業」
であるにもかかわらず、法人税法上の「収益事業」を、「その他の事業」に掲げてしまって
いる誤った定款も見受けられます（※）。
　その他の事業を掲げていると、その会計を必ず区分経理して報告しなければなりません。
不要な「その他の事業」を定款から削除すると、会計報告作成の手間が軽減されます。

定款の言葉を修正します。

　事業の見直しや、経理の準備を終えて、いよいよ新しい会計方法を採用することになっ
たら、定款上の「収支決算」、「収支予算」、「収支計算書」という言葉を、「決算」、「予算」、
「活動計算書」等の適切な言葉に修正します。

なお、定款変更に必要な手続きは、東京都「特定非営利活動法人ガイドブック本編」
に詳しく書かれています。

図　 NPO法上の区分経理と、法人税法上の区分経理
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※ NPO法上の「特定非営利活動に係る事業」と「その他の事業」との区分は、法人税法上の「非収益事業」と「収益事業」
　との区分と、概念が違いますので、注意して下さい。
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社会的信頼を得やすくなります。

　会計報告のルールが統一され、団体間の比較ができるようになりました。同様の活動
に取り組む複数の団体を、財務面からも比べて評価できることは、寄付者や助成団体等
の支援者にとって大きなメリットです。その会計報告を採用している団体への社会的信頼
感も増し、採用するNPO法人が増えれば、NPO法人制度そのものへの信頼も高まります。

活動をより正確に理解してもらえます。

　発生主義を採用した活動計算書は、営利企業における損益計算書に相当し、年度内
の事業に係る収益と費用を、より正確に表せるようになりました。
　これまで作成していた収支計算書では、年度内に終了した活動に係る収益や費用で
あっても、お金の出入りが年度を越えたら、翌年度の収入・支出として扱われます。この
ような金額が大きくなればなるほど、事業報告と会計報告との間にズレが生じて、活動の
実態を捉えにくくなることが、NPO法人の情報公開における長年の課題でした。そこで、
事業報告と会計報告を一致させて、活動の実態をより正確に理解してもらえるよう、収支
計算書を活動計算書に改めることになりました。基本的に営利企業の損益計算書と同じ
構造のため、会計専門家の支援も以前より受けやすくなっています。
　なお原則は発生主義ですが、NPOの主たる財源である会費や寄付金は入金時に収
益計上します。

変更するとどんな
メリットがありますか？

発生主義を採用した「活動計算書」は、事業報告
と会計報告が、これまで以上に一体のものとなり、
支援者からの理解と信頼を得やすくなります。

第１章 ： 新しくなったNPO法人会計の概要
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資金調達の説得力が高まります。

　複数の事業を行っている場合、計算書類の注記に「事業別損益の状況」を記載する
ので（P.40参照）、事業毎の財務状況が一目でわかります。主な財源は会費か、寄付か、
事業収益か、主な経費に何がどのくらいかかっているか等、事業の位置づけが明らかに
なるので、各事業の実態にあわせて、事業指定寄付を募ったり、収益力を高めて黒字化
を目指したり、資金調達の工夫に説得力が高まります。　

使途制約金の管理状況が明らかになります。

　使い道が決められた補助金・助成金・寄付金等とは、その使用目的、配分方法、使用
期間、余った場合の処置等を、資金提供者と約束した上で受け取る収益です。計算書
類の注記に「使途等が制約された寄付金等の内訳」として、その増減額を記載するので
（下図参照）、年度内の変動が一目でわかります。こうして使途制約金の動きを把握し、
目的以外の事業へ流用していないと示すことで、資金提供者から信頼を得られます。また、
正味財産のうち、使途制約金がいくらあるか、裏を返せば自由に使える資金がいくらある
のかも明確になり、黒字倒産の危険も回避しやすくなります。

第１章 ： 新しくなったNPO法人会計の概要

計算書類の注記　記載例

使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳（正味財産の増減及び残高の状況）は以下の通りです。
当法人の正味財産は1,092,000円ですが、そのうち150,000円は下記のように使途が特定されています。
したがって、使途が制約されていない正味財産は942,000円です。

（単位：円）

科　目 備　考期末残高当期減少額当期増加額期首残高
環境教育事業
寄附金

翌期に使用予定の教育事業の活動資金

01,000,0001,000,0000

150,000350,000500,0000

150,0001,350,0001,500,0000

子どもの環境教育
支援事業補助金

合 計

補助金の総額は1,100,000円。当期の
活動計算書に計上した額1,000,000円
との差額 100,000 円は未払金として
貸借対照表に計上しています。

対象事業及び実施期間が定められ、未使用額の返還義務が規程されている
助成金・補助金の前受経理をした場合、「当期増加額」には、活動計算書に
計上した金額を記載する。助成金・補助金の総額は「備考欄」に記載する。




